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（１）大雨・洪水対策
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寝屋川流域総合治水対策

寝屋川流域
とは？

大阪平野の一部で、
淀川、大和川、東
を生駒山系、西を
上町台地と周りを高
い土地に囲まれた
東部大阪地域のこと、

大阪東部の東大阪市、
八尾市、柏原市を含む
１２市にまたがり、その
面積は２６７．６km2

東大阪市

八尾市

柏原市
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生駒山
大
阪
城

大
阪
湾

南北方向の断面

東西方向の断面

寝屋川流域総合治水対策

5



寝屋川流域総合治水対策
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寝屋川流域総合治水対策
寝屋川南部地下河川
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寝屋川流域総合治水対策
下水道増補幹線の建設

8



下水道増補幹線の効果

寝屋川流域総合治水対策
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寝屋川流域総合治水対策

下水道増補幹線の効果
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寝屋川流域総合治水対策
凡例

流す施設（地下河川、下水道増補幹線）

溜める施設（流域調節池）

溜める施設（治水緑地）
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寝屋川流域総合治水対策
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寝屋川流域総合治水対策

校庭貯留 棟間貯留

・公園、校庭や団地の間に一時的に雨水を貯める施設の建設

・民間の開発時も、雨水を一時的に貯めたり、地面に浸み込ませる施設を建設
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寝屋川流域総合治水対策

こんなことも総合治水対策になります

風呂 キッチン洗濯機トイレ

① ②

③

雨の日に風呂の水
を流さない

木々を大切
にする

雨水を貯めて
水まきに利用する
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（２）土砂災害対策
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土砂災害の種類

土石流 がけ崩れ 地すべり

山腹や渓流の土砂
石礫が長雨や集中豪
雨によって水と一体
となり、一気に下流
へ押し流される現象。

雨や地震などの影
響によって土の抵抗
力が弱まり、急激に
斜面が崩れ落ちる現
象。

斜面の土塊が地下
水の影響などによっ
て地滑り面に沿って
ゆっくりと下方に移
動する現象。
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砂防ダム建設事業

土石流などの土砂
流出による災害を防
止するために、人家
（保全対象）の多い

渓流から重点的に
砂防ダムの建設を進
めています。

（建設例）
・神宮寺砂防ダム（八尾市神宮寺）
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急傾斜地対策事業

がけ崩れによる災
害を未然に防止す
るため、災害発生
箇所や危険度の高
い箇所等からコンク
リート擁壁、法枠や
落石防止柵の整備
等の対策事業を
順次進めています。

（建設例）
水連谷地区急傾斜地（東大阪市山手町）
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地すべり対策事業

地すべりにより
斜面が移動する
のを抑止する杭
の打ち込みや
抑制する集水
ボーリングによる
地下水の排水等
の対策工事を
実施しています。

（建設例）
・西旭ケ丘地区地すべり（柏原市円明寺）
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速やかな避難のために（防災情報の伝え方が５段階）
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平常時
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台風19号（R1.10.12）
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（３）地震はなぜ予知できないのか
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地球の１／４ 断面
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プレートの運動と生成・消滅
図１

図２

図３
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地震・津波発生の解説動画
大阪管区気象台提供
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地震の発生場所

地球上には１２枚
のプレートがある

Ｍ６以上の地震を
青い点で表した図
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１２枚の内、４枚のプレート上
にある日本列島
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これまでの東海・東南海・南海地震

2019

１６５年
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大 阪 周 辺 の 活 断 層 図

『近畿の活断層』[岡田・東郷編（2000）]などより

大阪を縦断している
上町断層A

北摂を横断している
有馬・高槻断層

和歌山県境に東西に位置
している中央構造線

奈良県境を縦断して
いる生駒断層

大阪を縦断している
上町断層B

中河内
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（４）密集市街地対策
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密集市街地とは

幅の狭い道路 木造住宅
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大阪府下の密集市街地 S=4,700ha

①不燃領域率が

50％未満

②昭和55年以前の

建築物が50％以上

③世帯密度が50世帯

/ha以上
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密集市街地の整備イメージ
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密集市街地対策

①防災道路の整備（幅員６ｍ以上）

②木造住宅の除却補助

（S56.5.31以前に建築された木造住宅等）

【補助金】除却ための補助率引き上げ（期間限定）

③規制誘導⇒準備防火地域の指定拡大

（H28.12月に都市計画決定・告示）
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①防災道路の整備
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②木材住宅の除却補助
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③規制誘導（準防火地域の指定拡大）
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ご清聴ありがとうございました。
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